
取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

１
　「東京都アレルギー情報navi.」による
　情報提供

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・アレルギー疾患に関する基礎的知識や対応・対策
　　など、重症化予防や症状軽減のために不可欠な情
　　報を提供
　・「東京都の花粉情報」を「東京都アレルギー情報
　　navi.」に統合

○「東京都アレルギー情報navi.」の開設
　　（平成29年４月）
　・アレルギー疾患に関する総合的な情報提供を開始

２
　アレルギー疾患に関する専門医等による
　講演会

○「都民向けアレルギー講演会」の開催
　・平成31年１月11日開催（受講者 371人）
　 「アレルギーの基礎知識（ぜん息、アトピー、食物
   アレルギー）」、「実践スキンケア」

○「都民向けアレルギー講演会」の開催
　・平成30年１月19日開催（受講者 435人）
　 「ぜん息と食物アレルギーの正しい知識と対応」、
　 「食物アレルギーのある子供の食事のヒントと災害
    時の備え」

　区市町村が実施する普及啓発への支援
○ 医療保健政策区市町村包括補助事業※１による、講演
   会、講習会を開催する区市町村への支援
　・実施区市町村　５区市

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業による、講演
   会、講習会を開催する区市町村への支援
　・実施区市町村　６区市

　講演会等への専門医等の派遣
○ 講演会（食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、喘息
　 等）への派遣

○ 講演会（食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、喘息
　 等）への派遣

ア レ ル ギ ー 疾 患 対 策 推 進 計 画

平成３０年度における施策の取組状況

施策の柱Ⅰ　適切な自己管理や生活環境の改善のための取組の推進

　　施策１　患者・家族への自己管理のための情報提供等　　【福祉保健局、病院経営本部】

３

資料２ 



　

取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

１
　工場、事業場に対する、ばい煙等の排出
　についての指導、審査、立入検査

○ ばい煙発生施設等からの届出
○ ばい煙発生施設等への立入指導

　　（実施中）

○ ばい煙発生施設等からの届出
　・届出件数　1,837件
○ ばい煙発生施設等への立入指導
　・立入指導件数　100件

○ ディーゼル車規制
　・路上調査（実施中）
　・移動カメラ撮影箇所の増

○ ディーゼル車規制
　・路上調査台数 2,154台
　・固定カメラの常時撮影、移動カメラ撮影
　　延70か所

○ 自動車環境管理計画書・実績報告 ○ 自動車環境管理計画書・実績報告
　・1,700事業者から受理

○ 低公害・低燃費車導入補助（実施中）
　・ハイブリッド自動車 トラック
　・天然ガス自動車
　・ハイブリッド自動車 バス
　・次世代タクシー
　・ＥＶ・プラグインハイブリッド自動車等

○ 低公害・低燃費車導入補助
　・ハイブリッド自動車 トラック     　　 　52台
　・天然ガス自動車　　　　　　  　   　  　45台
　・ハイブリッド自動車 バス　  　      　　12台
　・次世代タクシー　　　　　　　　     　　84台
　・ＥＶ・プラグインハイブリッド自動車  　352台

○ 低公害・低燃費車導入義務

　・導入率※ 達成に向けた指導（実施中）
　※自動車環境管理計画書 第４期計画期間(平成28～
　　平成32年度の５年間）において、200台以上の自
　　動車を使用する事業者に対し、15％の導入を義務
　　付け

○ 低公害・低燃費車導入義務
　・導入率達成に向けた指導の実施

３ 　大気汚染物質の常時測定・監視、公表

○ 大気環境の常時監視
　・一般局47局、自排局35局、その他２局
○ 測定データの公表
　・「大気汚染常時測定結果のまとめ」及び「大気汚染
　　測定結果ダウンロード」等を、都ホームページ等に
　　て公表

○ 大気環境の常時監視
○ 測定データの公表

　　施策２　大気環境の改善　　【環境局】

２
　低公害・低燃費車の導入に対する助成、
　ディーゼル車規制などによる自動車排出
　ガス削減対策



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

１
　スギ・ヒノキ林の主伐、花粉の少ない
　スギ苗木等の植栽

○ 森林循環促進事業（主伐等）
  ・伐採面積 60ha

○ 森林循環促進事業（主伐等）
  ・伐採面積 57.9ha

○ 多摩の森林再生事業
  ・間伐面積 625ha

○ 多摩の森林再生事業
  ・間伐面積 709ha

○ 水の浸透を高める枝打ち事業
  ・枝打ち面積 150ha

○ 水の浸透を高める枝打ち事業
  ・枝打ち面積 197ha

○ 花粉の飛散状況等の観測、解析
　・スギ・ヒノキ等飛散花粉状況について、１月から
　　11月まで都内12か所で定点観測
　・飛散開始時期等に関する報道発表、ホームページ
　　等による情報提供

○ 花粉の飛散状況等の観測、解析

○ 花粉の飛散状況等に関する情報提供
　・都ホームページによる情報提供
　・「東京の花粉情報」を「東京都アレルギー情報
　　　navi.」に統合【再掲】

○ 花粉の飛散状況等に関する情報提供
　・都ホームページによる情報提供

○ 花粉症に関する情報提供・普及啓発等
　・「花粉症一口メモ」（パンフレット）の配布
　　（8,000部）
　・「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　　（花粉症に関する情報）

○ 花粉症に関する情報提供・普及啓発等
　・「花粉症一口メモ」（パンフレット）の配布
　　（8,000部）
　・花粉症患者実態調査（平成28年度実施）報告書発行

３
　花粉の飛散状況の継続的な観測、解析、
　情報提供

　　施策３　花粉症対策の推進　　【産業労働局、環境局、福祉保健局】

２
　針葉樹と広葉樹の混交林化による花粉
　飛散の削減



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 食品のアレルゲン検査
　（都保健所、健康安全研究センター）実施中

○ 食品のアレルゲン検査
  ・39検体実施

○ 自主回収報告※（実施中）
　※違反食品等の事業者による自主的回収の際、回収の
　促進のため、都が自主回収情報を広く周知する制度

○ 自主回収報告
　・31件

○ 適正表示推進者育成講習会の開催（２回）
　・第１回　平成30年９月11日開催　受講者　454人
　・第２回　平成31年３月６日（予定）

○ 適正表示推進者育成講習会の開催（２回）
　・第１回　平成29年10月30日開催　受講者　396人
　・第２回　平成30年２月28日開催　受講者　234人
　（全２回実施 受講者 延630人）

○ 適正表示推進者フォローアップ講習会の開催
　・平成30年11月30日開催　受講者　502人

○ 適正表示推進者フォローアップ講習会の開催
　・平成29年11月29日開催　受講者　543人

2
　製造段階における意図しないアレルゲン
　の混入防止のための食品製造業に対する
　監視指導、アレルゲン検査

○ 食品衛生法、食品表示法に基づく食品のアレルゲン
　 検査（健康安全研究センター）
　　（実施中）

○ 食品衛生法、食品表示法に基づく食品のアレルゲン
　 検査（健康安全研究センター）
  ・13検体実施

○ 給食施設の監視指導（都保健所）
  　 (実施中)

○ 給食施設の監視指導（都保健所）
  ・491軒実施

○ 飲食店等の監視指導（都保健所）
　　（実施中）

○ 飲食店等の監視指導（都保健所）
  ・1,435軒実施

○ 食品のアレルゲン検査（都保健所）
　　（実施中）

○ 食品のアレルゲン検査（都保健所）
　・収去軒数 31軒実施

○ 食物アレルギーに対する相談（都保健所）
　・アレルゲン表示 相談等（実施中）
　・食物アレルギー有症 相談等（実施中）

○ 食物アレルギーに対する相談（都保健所）
　・アレルゲン表示 相談等　15件
　・食物アレルギー有症 相談等　７件

１
　食品の製造・販売事業者等の監視指導、
　食品検査によるアレルゲン表示の適正化

3
　給食施設や飲食店等の食品関係事業者か
　らのアレルギー対応に関する相談への必
　要な助言、指導

　　施策４　アレルゲン表示など食品に関する対策　　【福祉保健局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 飲食店向け食物アレルギー講習会の開催
　・平成31年１月31日開催　受講者　233人

○ 飲食店向け食物アレルギー講習会の開催
　・平成30年２月８日開催　受講者　331人

○ 食品衛生推進員及び食品衛生自治指導員向け
　　食物アレルギー講習会の開催
　・平成31年２月１日開催　受講者　328人

○ 食品衛生推進員及び食品衛生自治指導員向け
　 食物アレルギー講習会の開催
　・平成30年２月23日開催　受講者　120人

○ 食品営業者向け資料「食物アレルギー対策に取り
　 組みましょう」 (コミュニケーションツール付)の
　 周知

○ 食品営業者向け資料「食物アレルギー対策に取り
　 組みましょう」の作成、周知

4
　飲食店等における消費者へのアレルゲン
　に関する適切な情報提供の支援

施策４　アレルゲン表示など食品に関する対策　　【福祉保健局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　　（ダニ、カビなどの室内環境対策）

○「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・ダニ、カビなどの室内環境対策について掲載

○「花粉症一口メモ」（パンフレット）配布【再掲】
  （8,000部）

○「花粉症一口メモ」（パンフレット）配布【再掲】
  （8,000部）

○「赤ちゃんのための室内環境」（リーフレット）配布
　・新生児を迎える家庭向け、市町村を通じ配布

○「赤ちゃんのための室内環境」（リーフレット）配布

○「住まいの中のアレルゲン対策」（パンフレット）
　配布
　・区市町村の大気汚染医療費助成窓口を通じ申請者に
  　配布

○「住まいの中のアレルゲン対策」（パンフレット）
　作成

○「とうきょう健康ステーション」(健康づくりを支援
　するポータルサイト)を活用した普及啓発
　・禁煙治療を行う医療機関情報の掲載等
　・喫煙・受動喫煙に関して都民にわかりやすい内容、
　　最新の情報を発信（随時更新）

○「とうきょう健康ステーション」(健康づくりを支援
　するポータルサイト)を活用した普及啓発

○ 「改正健康増進法」、「東京都受動喫煙防止条例」
　　及び「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」に
　　関する普及啓発
　・ ポスターやリーフレットによる普及啓発、講演会
　　 等の開催

○「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」制定
　（平成29年10月公布）
　・ポスターやリーフレットによる普及啓発を実施

○ 中学生向け喫煙防止リーフレット「健康な未来を
　 決めるのは誰？」配布
　・都内全中学１年生に配布

○ 中学生向け喫煙防止リーフレット「健康な未来を
　 決めるのは誰？」配布
　・都内全中学１年生に配布

○ 未成年者喫煙防止ポスターコンクール
　 （都内全小中高校から募集）応募総数1,591作品
　・入賞作品として18作品を選定

○ 未成年者喫煙防止ポスターコンクール
　 （都内全小中高校から募集）応募総数 1,866作品
　・入賞作品として12作品を選定

　　施策５　生活環境が及ぼす影響に関する知識の普及等　　【福祉保健局】

　生活環境が疾患に及ぼす影響についての
　最新の知見やデータを踏まえた普及啓発

１



取組概要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

1
　生活環境が疾患に及ぼす影響についての
　最新の知見やデータを踏まえた普及啓発

○ 大学生世代向け喫煙・受動喫煙の健康影響に関する
　 意識向上のための取組
　・初回喫煙年齢の６割を占める大学生世代向け講座、
　　ワークショップ、イベントを大学と連携し実施
　・イベント参加者のアイデアをもとに作成したグッズ
　　を成人式において配布

○ 未成年者向け喫煙防止教育普及事業
　・学童クラブ等での動画放映・講座等の実施

○「健康・快適居住環境の指針」を活用した研修等
　・相談実務研修　（室内環境のあり方と注意点）
　　　平成30年10月24日開催　受講者 374人
　・都保健所アレルギー対策事業 「アレルギー教室」
　
　・小規模プール講習会（都保健所）
　
　・化学物質健康問題講習会
　　　平成30年７月11日開催　受講者 131人

○「健康・快適居住環境の指針」を活用した研修等
　・相談実務研修　（室内環境のあり方と注意点）
　　　平成29年12月15日開催　受講者 310人
　・都保健所アレルギー対策事業 「アレルギー教室」
　　　２保健所　　　　　　　受講者 延176人
　・小規模プール講習会（都保健所）
　　　４保健所　　　　　　　受講施設 延473施設
　・化学物質健康問題講習会
　　　平成29年７月31日開催　受講者 82人
　・その他、社会福祉施設対象の講習会等

○ 健康・快適居住環境の指針 分冊版
　 「室内の環境整備とアレルゲン対策」の配布
　・都保健所の窓口や都民情報ルーム等を通じて配布

○ 健康・快適居住環境の指針 分冊版
　 「室内の環境整備とアレルゲン対策」の作成

2
　アレルゲンや増悪因子の除去・軽減対策
　に関する情報提供等

施策５　生活環境が及ぼす影響に関する知識の普及等　　【福祉保健局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○「医療従事者向け研修会」の開催
　・平成30年９月29日開催　受講者 37人
　・平成30年11月10日開催　受講者 40人

○「医療従事者向け研修会」の開催
　・平成29年10月７日開催　受講者 50人
　・平成29年11月25日開催　受講者 53人

○「アレルギー疾患治療専門研修」の開催（予定）
　・平成31年３月19日
　　（最新ガイドラインの実践的活用）
　・平成31年３月20日
　　（臨床アレルギーの基本セミナー）

―

2
　専門的なアレルギー疾患医療の提供が
　可能な医師の育成

○「東京医師アカデミー」における医師の育成
　・後期臨床研修医の小児科コース等において、関連
　　するアレルギー疾患についての研修を実施

○「東京医師アカデミー」における医師の育成

3
　薬剤師、看護師、栄養士等に対する研修
　の実施

○「相談実務研修」の開催
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年８月24日開催　受講者 274人
　　平成30年10月24日開催　受講者 374人
　　平成30年12月14日開催　受講者 395人
　　（全３回実施 受講者 延1,043人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年９月６日開催　受講者 112人
　　平成30年11月28日開催　受講者  82人
　　（全２回実施 受講者 延194人）

○「相談実務研修」の開催
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年８月31日開催　受講者 343人
　　平成29年11月10日開催　受講者 454人
　　平成29年12月15日開催　受講者 310人
　　（全３回実施 受講者 延1,107人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年９月21日開催　受講者  85人
　　平成29年12月８日開催　受講者  97人
　　（全２回実施 受講者 延182人）

○「救急訓練指針」に基づく訓練の実施
　・エピペン投与プロトコルについて訓練の実施

○「救急訓練指針」に基づく訓練の実施

○ 救急巡回指導の実施
　・管轄区域を１０方面に分け、管轄下にある特別区
　　及び受託市町村に設置されている消防署に対して
　　指揮・統括（全１０方面　年２回実施）

○ 救急巡回指導の実施
　  （全１０方面　年２回実施）

１
　医師向け研修等の実施による専門的な
　知識の普及と技能の向上

施策の柱Ⅱ　患者の状態に応じた適切な医療やケアを提供する体制の整備

　　施策６　医療従事者の資質向上　　【福祉保健局、病院経営本部、東京消防庁】

４
　救急隊員に対する、アレルギー症状への
　対応及び自己注射が可能なアドレナリン
　製剤の取扱いについての教育



取組概要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

５
　医療従事者に対するアレルギー疾患医療
　に関する最新の知見等の情報提供

○「東京都アレルギー情報navi.」による医療従事者
　　向け情報の提供
　（学会等が発表した最新情報や講習会情報の提供等）

○「東京都アレルギー情報navi.」による医療従事者
　　向け情報の提供

施策６　医療従事者の資質向上　　【福祉保健局、病院経営本部、東京消防庁】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 東京都アレルギー疾患医療拠点病院及び専門病院の
　 指定
　・診断が困難な症例、標準的治療では状態が安定しな
　　い重症・難治性患者への専門的医療を提供する医療
　　機関を指定

―

○ アレルギー疾患医療拠点病院等連絡会の設置
　・拠点病院及び専門病院、医師会等の関係機関による
　　連絡会において専門的医療に関する情報提供、診療
　　連携の促進、人材育成等について協議

―

　　施策７　専門的医療の提供体制の整備　【福祉保健局、病院経営本部】

１

　幅広い診療領域に対応可能な拠点病院の
　選定、専門的な医療機関のネットワーク
　構築、ネットワーク参画病院と地域の医
　療機関が円滑に連携できる体制の整備



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

１
　専門的な医療機関に関する情報提供
　（「東京都アレルギー情報navi.」）

○ 「東京都アレルギー情報navi.」の更新と充実
　・アレルギー疾患医療拠点病院等の診療に関する情報
　　を提供する仕組みの検討
　（アレルギー疾患医療拠点病院等連絡会での検討を
  を踏まえ平成31年度以降に情報提供を実施予定）

○ 「東京都アレルギー情報navi.」による情報提供
　・東京都医療機関案内サービスとのリンク設定等に
　　より専門医が所属する医療機関の情報
　・関係学会が認定している専門医の情報
　・食物経口負荷試験の実施医療機関等の情報に関す
　　る情報

２
　アレルギー疾患診療を実施する医療機関
　の所在地や診療時間等の情報提供
　（東京都医療機関案内サービス）

○ 東京都医療機関案内サービス「ひまわり」※による
　 情報提供
 I・医療機関案内やホームページによる情報提供の実施

   ※医療機関案内（電話、ファクシミリ）
　   ・医療機関の所在地、電話番号、診療科目、診療
       日・時間等の情報をコンピュータによる自動応
       答又は専門相談員等により案内（365日24時間）
   ※ホームページによる情報提供
　   ・ホームページにより医療機関の検索サービスを
       提供

○ 東京都医療機関案内サービス「ひまわり」による
   情報提供
  ・ホームページを改修・リニューアルし、検索機能
    の強化・操作性の向上・多言語化の充実等、機能
    面やサービス面を改善

　　施策８　医療機関に関する情報の提供　【福祉保健局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 「相談実務研修」の開催【再掲】
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年８月24日開催　受講者 274人
　　平成30年10月24日開催　受講者 374人
　　平成30年12月14日開催　受講者 395人
　　（全３回実施 受講者 延1,043人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年９月６日開催　受講者 112人
　　平成30年11月28日開催　受講者  82人
　　（全２回実施 受講者 延194人）

○ 「相談実務研修」の開催
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年８月31日開催　受講者 343人
　　平成29年11月10日開催　受講者 454人
　　平成29年12月15日開催　受講者 310人
　　（全３回実施 受講者 延1,107人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年９月21日開催　受講者  85人
　　平成29年12月８日開催　受講者  97人
　　（全２回実施 受講者 延182人）

○ 都保健所アレルギー対策事業「アレルギー教室」の
   開催
     ６保健所 各所１～２回

○ 都保健所アレルギー対策事業「アレルギー教室」の
   開催
     ６保健所  受講者　延４２１人

○ 保健所等における相談等への対応
  （各種アレルギー、室内のアレルゲン対策等）
  ・環境分野
　  花粉症や室内のアレルゲン対策に関する相談
  ・食品分野
    食品に関する一般相談
   （関係機関等への助言を含む）
  ・保健分野
    保健対策に関する一般相談
   （関係機関等への助言を含む）
  ・栄養分野
    専門栄養相談（難病・精神等障がい者等）

○ 保健所等における相談等への対応
  （各種アレルギー、室内のアレルゲン対策等）

○ 普及啓発の実施
 I・保健所広報誌へのアレルギー関連情報の掲載
  ・都民や事業者、保育園等を対象とした各種講習会・
    講演会の機会を活用した普及啓発の実施
   （アレルギー教室、アレルギー講演会、栄養管理講
    習会、食品衛生実務講習会 等）

○普及啓発の実施

１
　患者やその家族の支援に携わる関係者等
　に対する、相談のノウハウや実技などを
　内容とした研修等の実施

施策の柱Ⅲ　生活の質の維持・向上を支援する環境づくり

　　施策９　多様な相談に対応できる体制の充実　　【福祉保健局】

２
　保健所等における、アレルギー疾患の予
　防や管理、室内環境の改善等に関する相
　談への対応



取組概要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

３
　保健所や区市町村の保健師・栄養士等の
　職員等に対する技術的助言

○ 研修資材や普及啓発資料等を用いた技術的助言の実施 ○ 研修資材や普及啓発資料等を用いた技術的助言の実施

４
　区市町村が実施するアレルギー相談事業
　への支援

○ 区市町村への支援

I ・医療保健政策区市町村包括補助事業※１による個別
　  相談を実施

○ 区市町村への支援
　・実施区市町村 ３区市

５
　国が設置している「アレルギー相談セン
　ター」や患者家族会とも連携した、多様
　な相談への対応

○ 相談対応に資する情報の提供
  ・「東京アレルギー情報navi.」を通し、関連団体の
    相談窓口を紹介
  ・患者・家族の多様な相談に対応するため、国の相
    談センターへのリンクを設定
○ 研修・講習における連携

○ 相談対応に資する情報の提供
○ 研修・講習における連携

施策９　多様な相談に対応できる体制の充実　　【福祉保健局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」の開催
  ・平成30年８月17日開催　受講者　663人
  ・平成30年９月15日開催　受講者　592人
   （全２回実施 受講者 延1,255人）

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」の開催
  ・平成29年８月20日開催　受講者　553人
  ・平成29年10月13日開催　受講者　636人
   （全２回実施 受講者 延1,189人）

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック」の配布（実施中）
　

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック(緊急時対応学習ＤＶＤ
   付き）」の作成、配布
I ・都内全保育施設への配布（14,000部）

○ 養護・担任教諭を対象とした研修の実施 ○ 養護・担任教諭を対象とした研修の実施
   （全６回実施 受講者  延2,980人）

○ 学校栄養職員等を対象とした研修の実施 ○ 学校栄養職員等を対象とした研修の実施
   （全２回実施 受講者  延406人)

○ 管理職を対象とした研修の実施 ○ 管理職を対象とした研修の実施
   （全２回実施 受講者  延567人)

３
　心肺蘇生法及びＡＥＤの使用方法につい
　ての、応急救護訓練及び救命講習等の実
　施

○ 都民等を対象にした救命講習の実施（実施中）
  ・平成30年度末までの累計受講者数280万人を目指す
　・受講促進のため、以下を実施
 　 ①広報の充実
 　 ②訓練用資器材を増強し、短時間講習の需要に対応
  　③教員への応急手当普及講習会と生徒への救命講習
　　　の受講について、関係機関（教育庁、区市町村教
　　　育委員会、各学校）へ働きかけ

○ 都民等を対象にした救命講習の実施
  ・平成29年度 受講者  20万1,580人
  ・平成29年度末まで 累計受講者  259万9,265人

　　施策１０　社会福祉施設や学校等職員の緊急時対応力の向上　　【福祉保健局、教育庁、東京消防庁】

１

　社会福祉施設や学校等の職員に対する、
　ぜん息発作やアナフィラキシー症状が起
　きた時などの緊急時対応のための研修の
　実施

２
　学校の教職員に対する、アレルギー対応
　に関する知識の習得のための研修の実施



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 「都公立学校における食物アレルギー検討委員会」
   の開催
  ・食物アレルギーの児童・生徒等の現状や取組状況等
    について情報の共有、関係機関との連携をテーマに
    協議

【新規】
○ 「都公立学校における食物アレルギー検討委員会」
   の開催

○ 「学校における食物アレルギー対応
　　　　　　　ヒヤリハット・ヒント事例集」の印刷
  （3,300部）

○ 「学校における食物アレルギー対応
　　　　　　　ヒヤリハット・ヒント事例集」の印刷
  （4,000部）

○ アレルギー疾患関連の講演会等の周知
  ・私立幼稚園へ周知

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック(緊急時対応学習ＤＶＤ
   付き)」の周知
 I・私立幼稚園へ周知
○ アレルギー疾患関連の講演会等の周知

○ 「アレルギー対応体制強化研修」の開催
Ｉ・区市町村職員向け（２回）
　　平成30年11月２日開催　受講者　35人
　　平成30年12月７日開催　受講者　29人
Ｉ・社会福祉施設管理者等の施設向け (２回)
　　平成30年10月５日開催　受講者 447人
　　平成30年11月16日開催　受講者 436人
  （全４回実施 受講者　延947人）

○ 「アレルギー対応体制強化研修」の開催
Ｉ・区市町村職員向け（２回）
　　平成29年11月24日開催　受講者　30人
　　平成30年１月12日開催　受講者　24人

Ｉ・社会福祉施設管理者等の施設向け※ (２回)
　　平成29年10月27日開催　受講者 477人
　　平成29年12月１日開催　受講者 402人
  （全４回実施 受講者　延933人）
Ｉ※リーダー養成(施設管理者向け)研修を新設

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
 　活・緊急時対応ガイドブック」の配布【再掲】
I・各研修等で配布

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック(緊急時対応学習ＤＶＤ
   付き)」の作成・配布【再掲】
  （14,000部）

○ 「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」や「子供
   を預かる施設における食物アレルギー日常生活・緊
   急時対応ガイドブック」等を「東京都アレルギー情
   報navi.」に掲載

○ 「食物アレルギー緊急時対応マニュアル」や「子供
   を預かる施設における食物アレルギー日常生活・緊
   急時対応ガイドブック」等を「東京都アレルギー情
   報navi.」に掲載

１

　「学校給食における食物アレルギー対応
　指針」（文部科学省）等に基づいた、各
　学校における事故予防と緊急対応に関す
　る体制づくりの推進

２
　社会福祉施設や学校等における緊急時の
　組織的な対応のための体制整備への支援

　　施策１１　事故防止・緊急時対応のための組織的取組の促進　　【福祉保健局、教育庁、生活文化局】



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ アレルギー疾患への理解や緊急時対応等に関する資
　 材の提供により、地域で実施する研修会や連絡会の
   実施を支援

○ アレルギー疾患への理解や緊急時対応等に関する資
　 材の提供により、地域で実施する研修会や連絡会の
   実施を支援

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業※１による区市
　 町村への支援
 I・教職員や保育園職員、給食調理員を対象に講習会を
　　開催
　　　（実施中）
  ・緊急時対応に関し、関係者間で認識の共有のため関
　　係者連絡会の開催
　　　（実施中）

○ 医療保健政策区市町村包括補助事業による区市町村
   への支援
 I・教職員や保育園職員、給食調理員を対象に講習会を
　　開催
  　　 実施区市町村　 ２市
  ・緊急時対応に関し、関係者間で認識の共有のため関
　　係者連絡会の開催
  　 　実施区市町村　２市

○ 東京都保育サービス推進事業

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

     1,197施設(予定)
　　対象：認可保育所（社会福祉法人等）
　　実施主体：東京都

○ 東京都保育サービス推進事業
  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)
　   1,063施設

○ 保育サービス推進事業（包括補助事業※２）

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

  　 1,124施設(予定)
　　対象：認可保育所(社会福祉法人等以外)、認定子ど
　　　　　も園、小規模保育事業、家庭的保育事業、事
　　　　　業所内保育事業、居宅訪問型保育事業
　　実施主体：区市町村

○ 保育サービス推進事業（包括補助事業）
　・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)
    　 902施設

 

○ 保育力強化事業（包括補助事業※２）

  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)※

     487施設(予定)
    対象：認証保育所、家庭的保育事業(都制度)、定期
          利用保育事業、一時預かり事業(緊急一時預
          かり)
    実施主体：区市町村

○ 保育力強化事業（包括補助事業）
  ・特別保育事業等推進加算(アレルギー児対応)
       500施設

施策１１　事故防止・緊急時対応のための組織的取組の促進　　【福祉保健局、教育庁、生活文化局】

３

　社会福祉施設や学校等と医療機関などと
　の連携体制を構築するために、区市町村
　が行う取組等への支援

　※ 特別保育事業等推進加算（アレルギー児対応）： 医師の診断書又は指示書に基づき、アレルギー児対応として除去食・代替食を実施している保育所等への
補助を実施



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」におけ
   る普及啓発【再掲】
    平成30年８月17日開催　受講者　663人
    平成30年９月15日開催　受講者　592人
   （全２回実施 受講者 延1,255人）
○ 「アレルギー対応体制強化研修」における普及啓発
   【再掲】
Ｉ・区市町村職員向け（２回）
　　平成30年11月２日開催　受講者　35人
　　平成30年12月７日開催　受講者　29人
Ｉ・社会福祉施設管理者等の施設向け (２回)
　　平成30年10月５日開催　受講者 447人
　　平成30年11月16日開催　受講者 436人
   （全４回実施 受講者　延947人）
○ 「相談実務研修」における普及啓発【再掲】
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年８月24日開催　受講者 274人
　　平成30年10月24日開催　受講者 374人
　　平成30年12月14日開催　受講者 395人
　　（全３回実施 受講者 延1,043人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成30年９月６日開催　受講者 112人
　　平成30年11月28日開催　受講者  82人
　　（全２回 受講者 延194人）

○ 「ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修」におけ
   る普及啓発【再掲】
    平成29年８月20日開催　受講者　553人
    平成29年10月13日開催　受講者　636人
   （全２回実施 受講者 延1,189人）
○ 「アレルギー対応体制強化研修」における普及啓発
   【再掲】
Ｉ・区市町村職員向け（２回）
　　平成29年11月24日開催　受講者　30人
　　平成30年１月12日開催　受講者　24人
Ｉ・社会福祉施設管理者等の施設向け (２回)
　　平成29年10月27日開催　受講者 477人
　　平成29年12月１日開催　受講者 402人
    （全４回実施 受講者　延933人）
○ 「相談実務研修」における普及啓発【再掲】
　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年８月31日開催　受講者 343人
　　平成29年11月10日開催　受講者 454人
　　平成29年12月15日開催　受講者 310人
　　（全３回実施 受講者 延1,107人）
　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　平成29年９月21日開催　受講者  85人
　　平成29年12月８日開催　受講者  97人
　　（全２回 受講者 延182人）

○ 「都民向けアレルギー講演会」における普及啓発
  【再掲】
　・平成31年１月11日開催（受講者 371人）

○ 「都民向けアレルギー講演会」における普及啓発
  【再掲】
  ・平成30年１月19日開催（受講者 435人）

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック」による普及啓発
  【再掲】
 　・研修資材として活用

○ 「子供を預かる施設における食物アレルギー日常生
   活・緊急時対応ガイドブック(平成30年３月改定)」
　 へ、災害時対応について掲載【再掲】
I・保育施設へ配布

○ 「東京都アレルギー情報navi.」で、災害発生時対策
   に関する情報を提供

○ 「東京都アレルギー情報navi.」で、災害発生時対策
　 に関する情報を提供

　　施策１２　災害時に備えた体制整備　　【福祉保健局】

１
　都民や関係機関職員に対する、平常時か
　らの災害への備えや災害発生時における
　対応についての普及啓発



取　組　概　要 平成３０年度取組状況 （ 参 考 ） 平成２９年度取組状況

２
　避難所運営に関わる方に対する、避難所
　におけるアレルギー対応に関する準備等
　への支援

○ 「避難所管理運営の指針」の周知
○ 「避難所管理運営の指針」の改訂 （平成30年３月）
I ・避難所運営に携わる全ての方に向け、食物アレルギ
    ーを持つ方への対応等、避難所運営のポイントを示
    した「避難所管理運営の指針」を改訂

○ アレルギー児用調製粉乳備蓄委託
II・災害発生後の最初３日分は区市町村、以後の４日分
    を都がランニングストック方式で備蓄

○ アレルギー児用調製粉乳備蓄委託

○ アレルギー対応食料の購入
 I・アレルギー対応のアルファ化米の購入
 I・発災後３日間に必要な食料確保に向け、追加購入す
    る食料の一部にアレルギー対応食料を導入

○ アレルギーに配慮した災害救助用食料の購入
 I・アレルギー特定原材料未使用の米粉クッキーを追加
    購入

３
　アレルギー用調製粉乳やアレルギーに配
　慮した食料の備蓄

施策１２　災害時に備えた体制整備　　【福祉保健局】



　　　※２【子供家庭支援区市町村包括補助事業】

　　　　地域の実情に応じ、創意工夫を凝らして主体的に実施する子供家庭分野における基盤の整備及びサービスの充実に資する事業を支援する
　　　ことにより、福祉保健施策総体の向上を図ることを目的とする。

　　　　特別保育事業等推進加算（アレルギー児対応）として、医師の指示書に基づき、除去食・代替食を実施している施設・事業を対象に、
　　　取組に要する経費の一部を補助する事業を実施する区市町村に対し、都が支援を行う。

　【福祉保健区市町村包括補助事業について】

　　　　福祉保健区市町村包括補助事業は、「医療保健政策※１」「子供家庭支援※２」「地域福祉推進」「高齢社会対策」「障害者施策推進」の
　　　５つの事業分野から構成されている。
　　　　また、各分野の基本的な枠組みは「先駆的事業」「選択事業」「一般事業」の３種別となっている。

　　　※１【医療保健政策区市町村包括補助事業】

　　　　身近な地域医療・保健の実施主体である区市町村が、地域の実情等を踏まえたきめ細かい医療・保健サービスを展開するため、主体的に
　　　実施する保健医療分野にわたる事業に対し支援を行い、医療保健サービスの向上を図ることを目的としている。

　　　　アレルギー疾患対策として、区市町村が相談事業や普及啓発活動の充実を図る場合や、患者の生活をサポートする地域の関係者の円滑な
　　　連携を図る場合に、都が支援を行う。

参   考  


